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1 田中（2011） .pp.69-79 を参照．  






















人当たりの消費支出は，2009 年が 4,163 元，2010 年が 4,700 元，2011 年が 5,633
元と推移しているのに対し，都市住民のそれは，2009 年が 14,904 元，2010 年が
16,546 元，2011 年が 18,750 元と推移している．また，農村住民 1 人当たりの年
収は，2009 年が 5,153 元，2010 年が 5,919 元，2011 年が 6,977 元と推移してい
るのに対し，都市住民のそれは，2009 年が 17,175 元，2010 年が 19,109 元，2011




用と所得拡大を目指す諸政策である．和田（2003） .p.5 を参照．  
4 ここ数年の中央政府による“三農”方面への投資は，2008 年は 5,955.5 億元，2009
年は 7,253.1 億元，2010 年は 8,579.7 億元，2011 年は 10,497.7 億元，2012 年は
12,286.6 億元となっている．中華人民共和国財政部 HP.財政支持“三農”情況 . 
http://www.mof.gov.cn/zhuantihuigu/czjbqk2011/czzc2011/201208/t20120831_679
920.html（2014 年 1 月 4 日閲覧），中華人民共和国中央人民政府 HP.2012 年中央財
政用於“三農”支出 12286.6 億元  増 17.9%.http://www.gov.cn/2012lhft/2/content_20 
86635.htm（2014 年 1 月 4 日閲覧）を参照．ちなみに 2014 年 1 月現在は 1 元＝17
円であるが，本研究の調査当時 2009-12 年は 1 元＝13～15 円であった．  
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公表したデータによると，2005 年と 2006 年の時点で既に 2 連休や 7 連休におけ
る都市住民の観光の 70％が郷村観光である．また，全国各地において郷村観光に





                                                   
5 中華人民共和国国家統計局  編『中国統計年鑑  2012』中国統計出版社，2012 年を
参照．  
6 郷村観光と関連する概念については，本稿の第 1 章第 2 節を参照のこと．  
7 刑（2007） .p.27 を参照．  

































































                                                   
11 詳しくは第 2 章を参照のこと．  
12 郷村観光に関する先行研究に関しては第 1 章を参照のこと．  
13 井上（1999）.pp.56-58 を参照．また，農林水産省によるとグリーン・ツーリズム
は「農村地域において自然，文化，人々との交流を楽しむ滞在型の余暇活動」である．
農林水産省 HP.「グリーン・ツーリズム」とは . 
http://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/kyose_tairyu/k_gt/（2014 年 1 月 5 日閲覧）
を参照．  













ている．第 2 章の考察において導き出されたことは以下の通りである．  

















プの経営体の構造と運営を実証的に分析する 15．  
                                                   
15 田原（2009）は，山東省と内蒙古における 5 つ合作社を分析し，それぞれのリー




























































宮崎猛・山崎光博『地域経営型グリーン・ツーリズム』都市文化社 .pp.17-75．  
［2］河原昌一郎「中国農村専業合作経済組織に関する一考察」『農林水産政策研
究』第 13 号（2007 年 2 月） .pp.1-24．  
［3］孔麗「中国東北地域における農民専業合作社の胎動」『開発論集』第 81 号
（2008 年 3 月） .pp.139-160．  
［4］霜浦森平・宮崎猛「内発的発展に関する産業連関分析－京都府美山町にお
ける地域経営型都市農村交流産業を事例として－」『農林業問題研究』第 38
巻第 1 号（2002 年 6 月） .pp.13-24．  
［5］田中信行「中国から消える農村－集団所有制解体への道のり」『社會科學研
究』第 62 巻第 5・6 合併号（2011 年 3 月） .pp.69-95．  
［6］田原史起「農業産業化と農村リーダー－農民専業合作社成立の社会的文脈




である．河原（2007） .p.4，孔（2008） .pp.143-144 を参照．郎徳上寨の村ぐるみ経
営体は，官地村や北溝村のように根拠となる法律に基づいて設立された法人ではない





所，2009 年 .pp.233-262．  
［5］和田幸子「『小康社会』への課題は何か－中国・内蒙古自治区の「持続可能




年 4 期） .pp.27-28．  
［2］劉冠生「城市、城鎮、農村、郷村概念的理解與使用問題」『山東理工大学学



































                                                   
19 王（2001） .pp126-127 を参照．  

































                                                   
21 王（2001） .p.129 を参照．  

































                                                   
23 王（2013） .p.113 を参照．  
24 本研究における行政村とは 1 つの村民委員会が管理する地域のことを指す．また，
村民小組は村民委員会の下に設置される自治組織である．村民小組は，元々，自然村
であったが，人民公社時代に生産隊となり，人民公社解体以降，生産隊から村民小組

































                                                   
25 瓮（2007） .pp.164-165，張（2008） .p.73 を参照．  









住民や地域社会の持続可能な発展に結び付くのかを考察した研究が多い．   
 3 つ目として，村ぐるみ郷村観光の展開形態の類型分けを行ったものも多くみ
られる．瓮（2007），孫（2009），鄭（2010）は，村ぐるみ郷村観光の展開形態





















                                                   
27 汪ら（2008） .pp.53-55 を参照．  



















































                                                   
29 瓮（2007） .p.167 を参照．  
30 汪ら（2008） .p.56 を参照．  
31 孫（2009） .pp.101-102 を参照．  
32 張ら（2012） .pp.81-88 を参照．  
33 李（2012） .pp.80-86 を参照．  
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34 付ら（2009） .p.327 を参照．  
35 王（2000） .pp.34-42 などを参照．  











































                                                   
37 張（2013） .pp.8-11 を参照．  
38 陳（2004） .p.38 を参照．  
39 孫（2009） .pp.43-44 を参照．  





































                                                   
41 宮崎ら（2011） .pp.119-121 を参照．  









































                                                   






















































の文化研究所研究報告』第 17 巻（2009 年 2 月） .pp.1-14．  
［2］王慧琴「中国遼東半島における地域ツーリズムの構築－旅順周辺の観光開
発の事例から－」『慶応義塾大学大学院社会学研究科紀要』第 75 号（2013
年） .pp.101-117．  
［3］王楽平「農村地域における観光振興の効果について－中国雲南省石林県を
実例に－」『明治大学教養論集』第 338 号（2000 年 9 月），pp.23-43．  
［4］兼重努「民族観光の産業化と地元民の対応－広西三江トン族・程陽景区の
事例から－」『中国 21』第 29 巻（2008 年 3 月） .pp.133-160．  
［5］菊池真純「旅行業の発展によって景観地化する棚田」『農村計画学会誌』第
31 巻（2012 年 11 月） .pp.327-32．  
［6］瀬川昌久「中国南部におけるエスニック観光と『伝統文化』の再定義」『東
北アジア研究』第 3 号（1999 年 3 月） .pp.85-111．  
［7］孫潔「観光における女性の役割分担－中国雲南省大理白族を例として」『尚




大連市甘井子区紅旗鎮岔鞍村を事例として－」『観光研究』第 25 巻第 1 号
（2013 年 9 月） .pp.3-12．  
［9］陳晶「中国における観光の新しい動向－貴州省尐数民族の観光を中心に－」
『社会学論叢』第 150 号（2004 年 7 月） .pp.23-42．  
［10］東美晴「現代中国における伝統文化の復興と観光の関係についての一考察
－上海郊外のケースから」『東アジア研究』第 33 号（2001 年 12 月）.pp.31-41． 
［11］宮尾恵美「中国村民委員会組織法の改正」『外国の立法』第 247 号（2011
年 3 月） .pp111-123．  
［12］宮崎猛・森下裕之「雲南省元陽ハニ棚田の村づくりと農家楽」，宮崎猛編
『農村コミュニティビジネスとグリーン・ツーリズム  日本とアジアの村づ
くりと水田農法』昭和堂，2011 年 .pp.106-121．  
［13］山村高淑「中国農村部における集落観光の開発方式と住民参与  雲南省麗
江納西族自治県黄山郷白華行政村の事例」『国立民族学博物館調査報告』第
51 号（2004 年 3 月） .pp.13-51．  
＜中国語文献＞  
［1］艾林書・鄒冬生・胡美娜「郷村旅遊中当地居民参与問題的調査與思考－平
江石牛寨地質公園個案研究」『国土資源導刉』（2012 年 4 期） .pp.88-89．  
［2］陳志永・李楽京・粱玉華「郷村居民参与式郷村旅遊発展的多維価値及完善
建議－以貴州安順天龍屯堡文化村為個案研究」『旅遊学刉』（ 2007 年 7
期） .pp.40-46．  
［3］付姸・余秋影「尐数民族婦女在郷村旅遊業中扮演的文化角色－以雷山県朗
徳苗寨為例」『苗学研究（五）』（2009 年 6 月） .pp.320-327．  
［4］李錦宏・金彦平「喀斯特郷村旅遊的社区参与與社区賦権」『特区経済』（2008
年 6 期） .pp.162-163．  
［5］李玉新「基於和諧発展的郷村旅遊社区参与研究」『社会科学家』（2008 年 8
期） .pp.99-101．  
［6］羅永常「郷村観光社区参与研究－以黔東南苗族侗族自治州雷山県郎徳上寨
為例」『貴州師範大学学報（自然科学版）』（2005 年 4 期） .pp.108-111．  
［ 7］孫偉「青島地区農民参与郷村旅遊的状態研究」『西部論壇』（ 2009 年 6
期） .pp.99-104．  
［ 8］王潔鋼「農村、郷村概念比較的社会学意義」『学術論壇』（ 2001 年 2




平谷区黄松峪郷雕萵村為例」『旅遊学刉』（2008 年 8 期） .pp.52-57．  
［10］瓮瑾「基於社区参与的郷村観光」，夏林根主編『郷村観光概論』東方出版
中心，2007 年 . 
［11］張俊英・馬耀峰「民族地区郷村居民参与旅遊発展的実証研究－以上青海互
助土族小庄村為例」『北方民族大学学報（哲学社会科学版）』（2012 年 3
期） .pp.81-88．  
［12］張琰飛「社区居民参与湘西郷村旅遊開発研究」『湖南尚学院学報』（ 2008
年 5 期）pp.73-76．  
［13］鄭群明「我国西部郷村旅遊開発研究－参与式郷村旅遊開発的意義與模式」，
郭煥成・鄭建雄・呂明偉主編『郷村旅遊理論研究與案例実践』中国建築工
業出版社，2010 年 . 
［14］鍾敬文編『民俗学概論」上海文芸出版社，1998 年．  







































                                                   
44 中華人民共和国国家旅遊局（2006）「関於促進農村旅遊発展的指導意見」より引用．  



















 表 2－1 は社会主義新農村建設が掲げられた 2006 年の「1 号文件」と 2009 年
の「1 号文件」の内容を比較したものである．  2006 年の「1 号文件」は 8 つの
項目，2009 年は 5 つの項目からなり，表 2－1 ではそれぞれ対応する項目の内容
を比較している．  
 まず，1 つ目として，都市と農村発展の統一的推進の項目に関してみると，農








                                                   
46 四川新聞 HP.四川“農家楽”的規模與発展歴程 . 




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































表 2－3 では，2006 年に国家観光局が発表した「農村観光の発展の促進に関す
る指導意見」と 2007 年に国家観光局と農業部が発表した「全国における郷村観
光の発展を強力に推進することに関する通知」の内容について比較している．  





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 2 つ目は，郷村観光産品の開発についてである．2007 年は 2006 年と比べて，
郷村観光産品の開発に力が入れられていると考えられ，市場化を視野に入れ，農
産物の付加価値化などを誘引している．  
 3 つ目は，「第 11 次 5 ヵ年規画」の重要プロジェクトの中に郷村観光を組み込
むということである．元々，郷村観光は理念として地域固有資源の有効活用とい
う側面を強くもっていたが，2007 年の内容より農村の経済発展という側面にさら
                                                   
47 張（2003）によると，合作制とは“自由意志，平等互恵，民主管理”が原則の経










 中央政府は 2004 年から農村政策を重要課題として「1 号文件」に取り上げてい
る．その背景には，農村の貧困を象徴する“三農”問題があるといえる．  




































政権の挑戦－第 11 次 5 ヵ年長期計画と持続可能な発展』アジア経済研究所，
2006 年 .pp.1-24．  
［2］王慧琴「中国遼東半島における地域ツーリズムの構築－旅順周辺の観光開
発の事例から－」『慶応大学大学院社会学研究科紀要』第 75 巻（2013
年） .pp.101-117．  
［3］宮崎猛「日本とアジアの気候風土とグリーン・ツーリズム」，宮崎猛  編著
『日本とアジアの農業・農村とグリーン・ツーリズム－地域経営／体験重視
／都市農村交流』昭和堂，2006 年 .pp.1-8．  
［4］森下裕之・宮崎猛「中国における棚田農業の保全と農家楽－雲南省元陽県
土戈寨村を事例として－」『農林業問題研究』第 44 巻第 1 号（2008 年 6
月） .pp.256-261．  
 
＜中国語文献＞  
［1］高舜礼「中国郷村旅遊現状與発展新思路」張広瑞・劉徳謙  主編『2008 年  中
国旅遊発展分析與預測』社会科学文献出版社，2008 年 .pp.221-232．  
［ 2］王潔鋼「農村、郷村概念比較的社会学意義」『学術論壇』（ 2001 年 2
期） .pp.126-129．  
［3］肖佑興・明慶忠・李松志「論郷村旅遊的概念和類型」『旅遊科学』（2001 年
3 期） .pp.8-10．  
［4］張広智「合作経済  合作制  合作経済組織」『河南大学学報（社会科学版）』（2003
年 3 期） .pp.63-65．  
［5］中華人民共和国国家旅遊局  編『第二批全国工農業旅遊示範点全書』旅遊教
育出版社，2006 年．  

































者に定年（男性 60 歳，女性 55 歳）の年齢まで一定の金額が支払われる．筆者らは
2011 年 3 月に北京市房山区韓村河村を訪れたが，そこでは地元の建設企業が住宅地
を造成するなど都市化の中心的な役割を果たしていた．  
49 中華人民共和国国家観光局 HP.「懐柔模式－演繹精彩郷村遊」  
http://www.cnta.gov.cn/html/2012-5/2012-5-15-15-34-14885.html（2013 年 12 月
28 日閲覧）．  
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これまで，筆者は 2010 年から 2012 年にかけて北京市懐柔区官地村に複数回訪
れ，懐柔区観光局幹部，合作社理事長，域内農家楽 27 戸に対する聞き取り調査
を行った．一連の調査から，官地村における全世帯の 70％である域内 40 戸，村








積は 2,128k ㎡で総人口は 35.1 万人である．域内の 88.7%が山地で，98％以上が
北京市飲用水保護区に指定されており，栗の栽培や虹鱒の養殖が盛んである 51．  
官地村は懐柔区北部の山間部に位置し，区の中心部から 11ｋｍのところにあり，
雁棲鎮に属している（図 3－1）．総面積は 482ha，総人口は 149 人，総戸数は 58
戸でそのうち 53 戸が農家楽に従事しており，  9 割以上の住民が農家楽に従事し




                                                   
50 緒方（2009） .p.2 を参照．  




































                                                   











戸籍化が徐々に進展し，住民の農業離れが進展していくことを意味している 54．  





















                                                   
53 2012 年 10 月に官地村で実施した理事長への聞き取り調査に基づく．  
54 農村戸籍から都市戸籍になると，農地を失うことになるため，結果として離農促
進につながる．  









表 3－2 は戸別訪問調査において把握できた 86 人のうち年齢と性別を把握でき
た住民 83 人を年齢別に示している．これを見ると，官地村において最も多い年
齢層が 50 歳代，次に多いのが 40 歳代で，これらの年齢層が全体の 47％を占め
ている．40～50 歳代の住民計 40 人のうち 39 人は農家楽に従事しており，残り
の 1 名は，村共産党支部書記である．また，戸別訪問調査を実施した 27 戸の親
族関係から，30 歳代以下で官地村出身の若者は 34 人おり，その詳細をみると，
半分が就職などにより都市地域へ移住している．一方，官地村に居住している 17
人のうち 7 人は高校生以下，8 人は農家楽に従事している．このことから，官地
写真3-1　官地村の入り口（左）と観光資源である万里の長城と山林（右）
資料：筆者撮影（2010年3月）．







































表 3－3 は戸別訪問調査を実施した 27 戸への親族・知人関係に関する聞き取り
から世帯員数を把握することができた域内 35 戸の世帯員数別世帯構成と農家楽
経営について示している．これを見ると，圧倒的に多いのが夫婦 2 人世帯であり，
全体の 65％を占めている．そのうちの 8 戸が高齢者夫婦世帯で，農家楽をしてい











                                                   
56 本研究における高齢者とは，中国でいう“老年人口”（60 歳以上）のことを指す．  
60歳以上の世帯 60歳以下の世帯 60歳以上の世帯 60歳以下の世帯
－ 1（1） 2 － 3（1）


























理事長が域内外の農家楽へ宿泊客を手配する．宿泊客を手配すると 1 室当たり 10
元の手数料を徴収し，これが現段階における合作社の唯一の現金収入である．集
まった手数料は，合作社の共同資金とされ，料理大会の開催費とされる．宿泊客




















                                                   
57 2010 年 3 月・2011 年 3 月に官地村で実施した理事長への聞き取り調査に基づく．  

























































































































































































































































































































































































合作社は 22 名の域内農家楽の経営者（男：3 名，女：19 名）で構成されてい
る．また，理事長（1 名）と副理事（2 名）からなる理事会と監事長（1 名）と監
事（2 名）からなる監事会が置かれ，メンバーの 8 割以上が女性である．運営を
みると，メンバーによる出資金 3.3 万元のうち 95％は村の道路や駐車場の整備，
残りの 5％は共同農園の苗木購入にあてられた．2009 年の収支をみると，収入は
宿泊客の手配による手数料 2,000 元（10 年は 3,000 元），支出は料理大会を開催
したため 4,000 元となっている．また，合作社からメンバーに対し給与などの現










表 3－4 は戸別訪問調査を実施した 27 戸を経営類型別に分類したものである．
また，ここでは他の住民から家屋を借りて農家楽を運営する借家型農家楽の大家
3 戸の情況も示している．これをみると，以前から官地村に住んでいる住民の大
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というべき新たなネットワークを形成している（図 3－3）．  
  
                                                                                                                                                     
できない村政府に不満を持つ住民もいる．  














































































































































の文化研究所研究報告』第 17 巻（2009 年 2 月） .pp.1-14．  
［2］髙田晋史・宮崎猛・王橋「地域経営型郷村観光法人の組織構造と運営に関
する研究－中国北京市懐柔区における合作社と有限責任会社を事例にして
－」『農林業問題研究』第 48 巻第 1 号（2012 年 6 月） .pp.84-89．  
［3］髙田晋史・宮崎猛・王橋「都市化地域における農家楽の経営類型と農民専
業合作社の役割－中国北京市懐柔区官地村を事例にして－」『農林業問題研
究』第 49 巻第 2 号（2013 年 9 月） .pp.106-111．  
＜中国語文献＞  
［1］劉伯英・羅徳胤・李匡『長城脚下  官地人家  北京懐柔官地村新農村規劃建






























































































り，渤海鎮に属している（図 4－1）．総面積は 3.22k ㎡，総人口は 345 人，総戸












農業収入は 20,000 元で官地村の 8,600 元より多く，農業は住民にとって重要な
                                                   
64 2011 年 3 月に北溝村で実施した村政府幹部への聞き取り調査に基づく．  
























収入源となっている 66．住民 1 人当たりの年収は 17,000 元であり，これは北京市











2009 年に村の土地・建物を含む 500 万元の出資を基に北溝村株式合作社が設立
された 68．北溝村株式合作社には栗生産・販売合作社と，郷村観光を展開する村
ぐるみ経営体である有限責任会社があり，有限責任会社は，北溝村株式合作社の
出資金の一部の 200 万元（村の公用積立金 70 万元と 130 万元相当の土地・建物）
を基に設立された．ただし，現在のところ観光活動に参加している住民は尐なく，
村収入に占める観光収入の割合は 20％ほどである．また，主に食事・宿泊サービ




                                                   
66 官地村と北溝村で実施した農家楽戸に対する聞き取り調査結果を基に算出した平
均値である．  
67 国家統計局の公表したデータによると，2012 年の農村住民 1 人当たりの年収（純
収入）は 7,917 元，都市住民の 1 人当たりの年収（可処分所得）は 24,565 元である．























有限責任会社は，現在，レストラン 1 店舗と宿泊施設 3 ヵ所を運営している．
また，域内外の耕作放棄地を利用し観光客の摘み取り体験用の野菜を栽培してい  
                                                   
69 有限責任会社社長への聞き取り調査によると，調査当時，農家楽の開業に向けて








































































































































































































































































































































































































































































業員は 19 名（男：5 名，女：14 名）で，社長 1 名，レストラン・ホール担当課




レストランのホール担当は 1,000 元／人、料理担当は 2,000～3,500 元／人，ホ
テルの客室担当は 1,200 元／人，仕入れ担当は 1,800 元となっている．運営を見
ると，出資金のうち村の公用積立金 70 万元は，建物の改築やその人件費にあて




おり，2010 年は，住民 1 人当たり 300 元と米 20kg，高齢者には 1 人当たり 500
元とサラダ油が支給された 70．以上のことを図に示したものが図 4－4 となる．  
                                                   











































































































づくりへと導くものである．   
さらに，官地村の事例と比較しながら村ぐるみ経営体が組織された背景につい






                                                   
71 劉ら（2010）によると，中国国内の村官制度は多くの問題を抱えており、多くの
村では幹部が村官に大きな任務を与えようとしないという問題が報告されている．劉



















－」『農林業問題研究』第 48 巻第 1 号（2012 年 6 月） .pp.84-89．  
＜中国語文献＞  
［1］髙田晋史『社区居民参与式郷村旅遊的重要性及管理研究－基於対国内三個
郷村社区的実施地調査』四川大学大学経済学院碩士学位論文，2013 年．  
［2］寥祖君「農民専業合作経済組織発展特征及轉型研究」『農村経済』（2010 年
第 11 期） .pp.78-80．  
［3］劉日帮・李志強「対新農村建設中大学生“村官“問題的思考」『開封教育学
院学報』（2010 年第 1 期） .pp.61-63．  
［4］劉素賢「関於農民専業合作社與農村社区股份合作社的探討」『農技服務』（2013
年第 1 期） .p.88．  




















は，そうしたネットワークが強固に残る尐数民族地域に多くみられる 73．  










そのために，筆者は 2009 年 9 月に貴州省雷山県郎徳上寨を訪れ，雷山県観光
                                                   
72 国家統計局によると，2012 年における貴州省の域内総生産は 6,852 億元で，これ
は中国における 22 省 4 直轄市 5 尐数民族自治区のうち 26 番目の数値である．中華


























面積（k㎡） 耕地面積（ha） 棚田面積（ha） 森林面積（ha） 退耕還林面積（ha）









 県観光局幹部によると，現在，県の GDP の 7～8 割が郷村観光によるものであ
る．雷山県では郷村観光政策が，三農問題の解決や農村において豊かな生活を実
現するための小康政策として推進することを目的に実施されており，県内観光に












ることなどが検討されている 75．  













                                                   
75 2009 年 9 月に実施した雷山県観光局幹部への聞き取り調査に基づく．  
76 2009 年 9 月に実施した郎徳上寨村長への聞き取り調査に基づく．  

















                                                   
78 村長への聞き取り調査の際，村長は「観光客に開放して以降，元々は何とも思わ
なかった地域の景観や風習を観光資源として認識するようになった」と述べている．




































                                                   
79 山村（2004） .p.16 を参照．  




































































































































                                                   
81 2009 年 9 月に実施した郎徳上寨村長への聞き取り調査に基づく．  



















































































理は村政府の重要な取り組みの 1 つである．表 5－4 は聞き取り調査に基づき，
2008 年における組織の収入と支出を示したものである．これによると，組織の収







る．ちなみに，2008 年に地域住民に配分された 108.75 元が全戸へ平等に配分さ






















の総収入の 2／3 が郷村観光によるものである 85．さらに，村政府は毎週，農業科
学技術・観光・工芸品加工をテーマとした研修・勉強会を開催しており，その取
り組みは，地域住民に対して新たな知識や技術を習得する機会を提供し，人材育




演技を見せたり，民族楽器の演奏を行ったりしている．1 回の演技時間は約 1 時
間で，シーズンには 1 日平均 3 回の演技が行われる．費用は団体客 20 人以内だ
と 600 元，20 人以上だと 800 元となっている．各ショー参加者の人数および年
齢層は表 5－6 のようになっており，表 5－7 では民族舞踊に参加した際に計算さ
れる労働量と賃金を示している．参加者の労働量は「分」という単位で数えられ，














                                                   
85 付ら（2009） .p.322 を参照．  


























































A 陳姓 4（2） 4（妻） 不明 4 0
B 陳姓 1（1） 3（両親，妻） 2 2 0


























最後に，農家楽についてであるが，表 5－8 は聞き取り調査を実施した 3 戸の
経営を示している．3 戸とも観光客が増加してきたことをきっかけに農家楽を始
めており，それ以降，ともに生活は楽になったと答えている．開業資金について
は，経営者自身が自力で資金を捻出しており，農家楽 B はその際，2 万元ほどの
借金をしている．これら農家楽 3 戸の特徴として，まず世帯及び親族で経営され






すると 1 人当たり約 1.6 万元であり，農家楽を経営する方が出稼ぎに出るより多






                                                   
































































































































































































村 民 委 員 会 （ 6
人 ）





















































































































巻第 3 号（2011 年 12 月） .pp.21-30．  
［2］陳晶「中国における観光の新しい動向－貴州省尐数民族の観光を中心に－」
『社会学論叢』第 150 号（2004 年 7 月） .pp.23-42．  
［3］宮崎猛「中国の農家楽と地域経営」,宮崎猛  編著『日本とアジアの農業・農
村とグリーン・ツーリズム－地域経営／体験重視／都市農村交流』昭和堂，
2006 年 .pp.128-150．  
［4］山村高淑「中国農村部における集落観光の開発方式と住民参与  雲南省麗江
納西族自治県黄山郷白華行政村の事例」『国立民族学博物館調査報告』№51，
2004 年 .pp.13-51．  
＜中国語文献＞  
［1］付姸・余秋影「尐数民族婦女在郷村旅遊業中扮演的文化角色－以雷山県朗
徳苗寨為例」『苗学研究（五）』（2009 年 6 月） .pp.320-327．  
［2］李麗「郎徳運用“工分制”経営郷村旅遊対和諧郷村建設的啓示」『貴州師範
大学学報（社会科学版）』（2008 年 2 期） .pp.55-60．  
［3］張原・湯芸「伝統的苗族社会組織結構與居民互恵交往実践－貴州省雷山県
苗族居民的礼儀交往調査」『西南民族大学・人文社科版』（ 2005 年第 2






終章 要約と結論  
 
1．要約  
 各章で述べてきた議論を整理すると次のようになる．  









































































上につながるものでなければならない．   
2 つ目として，3 地域の村ぐるみ経営体が成立する時の資本金をみると，官地








































































































































































































































動向をめぐって－」『総合政策論叢』第 21 号（2011 年 3 月） .pp.93-104．  
［2］緒方宏海「中国における『郷村観光』の実態に関する社会人類学的研究」『旅
の文化研究所研究報告』第 17 巻（2009 年 2 月） .pp.1-14．  
［3］厳善平「中国農村の基層組織－その構造と機能の転換－」『桃山学院大学総
合研究所紀要』第 35 巻第 2 号（2010 年 1 月） .pp.95-120．  
［4］田原史起「中国農村における開発とリーダーシップ－北京市遠郊 X 村の野
菜卸売市場をめぐって－」『アジア経済』第 46 巻第 6 号（ 2005 年 6
月） .pp.16-39．  
［5］田原史起「農業産業化と農村リーダー－農民専業合作社成立の社会的文脈
－」，池上彰英・寳劔久俊編『中国農村改革と農業産業化』アジア経済研究
所，2009 年 .pp.233-262．  
［6］山村高淑「中国農村部における集落観光の開発方式と住民参与  雲南省麗江
納西族自治県黄山郷白華行政村の事例」『国立民族学博物館調査報告』第 51
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